スーダンへの自衛官派遣の中止を求める
2008年7月3日　日本平和委員会

　福田康夫首相は6月30日、潘基文国連事務総長との会談で、スーダン南部に展開している国連派遣団（ＵＮＭＩＳ）司令部に自衛官を派遣する方針を表明。石破防衛相はＰＫＯ法に基づく派遣準備を指示した。我々は、憲法に違反し、海外派兵恒久法もにらんだ海外派兵の実績づくりを目的とした、この派遣の中止を求めるものである。
　そもそもＰＫＯ（国連平和維持活動）は、基本的には停戦合意を前提に、兵力引き離しや停戦監視を行うなど、軍事要員が中心となった軍事活動である。こうした活動に、一切の戦力を禁じた憲法の下で、「軍事協力、軍事的な参加を必要とするような国際連合憲章の義務は履行しないことをはっきりといたした」（1960年の西村熊雄外務省条約局長の証言）上で国連に加盟した日本が、どんな理由であれ参加できないことは明白である。
　しかも今回の派遣は、政府やスーダン政府からの強い要請があったわけでもなく、「どこにＰＫＯを派遣すべきか。福田政権が関係省庁に指示して必死に探しだした」（朝日）結果とされる。これには防衛省さえ「『派遣ありき』の姿勢に最後まで抵抗した」（同）という。まさに、海外派兵恒久法も検討する流れの中で、海外派兵の実績づくりの一環として、派遣が行われようとしているのである。しかも、この派遣は今後、空輸や陸上輸送、補給などでの活動の拡大につながる可能性がある。
　このスーダンでのＰＫＯ活動では、すでに他国が派遣した要員35人が死亡しているとの指摘もある（しんぶん赤旗）。憲法違反の海外派兵の実績づくりのために、このような危険な地域に自衛官を送ることはやめるべきである。

　憲法の平和原則にもとづく平和外交をすすめることこそ、国際的な平和への貢献につながる。なによりも、アメリカによる無法なイラク戦争やアフガニスタン戦争に加担するための自衛隊の派兵を一刻もやめることこそ、世界の平和への貢献になるものである。

